別紙１

仕　様　書
１　目的
現在、撤去自転車管理システム（オンプレミス型）を稼働しており、撤去した放置自転車及び原動機付自転車（以下「放置自転車等」という。）の撤去・返還・処分の管理業務を行っている。現行システムのリース期間が終了することから、今後も放置自転車等の撤去・返還・処分の管理を行うため、新たな撤去自転車システムを導入する。
２　業務仕様
⑴　委託業務基本事項
ア　契約件名
撤去自転車管理システムの開発委託
イ　契約期間
契約締結日から令和８年３月３１日
※令和８年３月１日から３月３１日までは現行の撤去自転車管理システムとの並走期間とするため、令和８年３月１日までに本庁及び各集積所でシステムが稼働できる状況にすること。

ウ　業務履行場所
区が指定する場所

エ　支払い方法等
(ｱ)　検収
・受注者は業務の完了後、本業務に係る作業報告書と完了届を速やかに提出すること。
・区の検査員が本業務の円滑な執行を作業報告書等により確認した時点で検収とする。

(ｲ)　契約方法及び支払い方法
・総価契約とし、業務完了後の一括支払いとする。なお、受注者は検収の終了後、区に請求書を提出すること。
・区は請求を受けた日から30日以内に委託料を支払う。

(ｳ)　不適合への対処
本業務の執行が不適合であった場合には、区及び受注者で協議の上、受注者の責任において速やかに対応すること。対応後は区の指示に従い再度検査を実施する。

オ　免責
天災地変等の不可抗力その他受注者の責めに帰すことができない事由により、受注者が本業務を遂行できない場合は、その責任を負わないものとする。

カ　協議
本仕様書に定めのない事項については、別途、区及び受注者にて協議の上、決定する。

⑵　業務フロー
放置自転車等管理業務の全体的な流れは以下の通り。








⑶　業務詳細

ア　二次元コード発行
区内で撤去した自転車に対して、撤去場所や撤去時間を指定することで、自動で対応した整理番号を採番し、バーコード、あるいは二次元コード（以下、「バーコード等」という。）を一括印刷する。

イ　撤去自転車登録
区内で撤去、アの整理番号を登録した自転車について、防犯登録番号や車体番号、色等自転車を特定する情報を登録する。

ウ　自転車検索・管理・返還・処分
(ｱ)　撤去日、防犯登録番号等から撤去自転車を検索する。
(ｲ)　該当する自転車を一覧表示し、一覧から選択することで、選択された自転車の詳細情報を表示する。撤去自転車情報を登録、修正、削除する。
(ｳ)　バーコード等をスキャンし、返還登録を行うことにより、撤去自転車の情報に処分日、自転車管理状態を設定する。
(ｴ)　バーコード等をスキャンし、売却処分した結果を登録する。自転車の情報に処分日、自転車管理状態を設定する。

エ　各種帳票出力等
(ｱ)　撤去日や撤去場所等、指定した条件に該当する自転車の以下の管理台帳を出力する。
・保管料別・撤去駅別撤去自転車件数一覧表
・撤去料・保管料集計表
・返還・処分台数一覧表
(ｲ)　当日の撤去台数、返還台数、処分台数の件数を以下の帳票を日報として出力する。なお、ＣＳＶデータ等でも出力が可能なものとする。
・日報（出力日、車両区分、返還区分、処分区分、保管所）
・月報（保管所、車両区分、出力月）
・自転車受払簿（保管所、撤去日範囲）
・調書（保管所、車両区分、撤去日範囲、照会対象（防犯登録分または車体番号のみ））
・返還通知調査票（撤去日範囲、整理番号範囲、通知日範囲）

・盗難車一覧（保管所、車両区分、撤去日範囲、照会日範囲）
・撤去台数集計表（出力年度）
・返還台数集計表（出力年度）
・処理区分別集計表（出力年度）
・撤去返還処分台数集計表（出力年度）
・保管台数集計表（出力年度）
・返還状況集計表（出力年度）
・返還一覧（撤去・保管場所、返還日範囲、車両区分、撤去日範囲）
・保管場所毎の処分集計表（撤去区、保管場所、車両区分、撤去日範囲）
・処分候補リスト（保管場所、車両区分、撤去日範囲、処理区分）
・処分一覧（撤去日範囲）
・管理項目一覧（整理番号、保管所、撤去区、撤去日範囲、防犯登録、車体番号、氏名、住所、車両区分、返還日範囲、処分日範囲、駐輪番号）

・撤去、返還実績表（出力月、出力年度、撤去区、車両区分）
オ　防犯登録照会
(ｱ)　警察署に防犯登録照会を行うためのＣＳＶデータを作成する。
(ｲ)　警察署に防犯登録照会を行うための帳票を作成する。
(ｳ)　防犯登録照会により所有者情報が取得できた場合は、その所有者情報をシステムに登録する。
(ｴ)　所有者に対しての通知はがきを作成する。
(ｵ)　防犯登録照会日、回答日、はがき通知日および盗難情報の有無のデータを作成する。

⑷　対象データ及び作業
本システムの規模は以下の通り。今後の増減を考慮したうえで、使用量等を想定すること。
・管理者（区職員）：２～４名程度
・利用者（保管所、委託事業者）：２０名程度
・年間撤去件数：約１０，０００台
・年間返還件数：約５，０００台
・年間処分件数：約５，０００台
⑸　システム利用端末数

本システムの利用端末数は以下の通りである。（端末は別途調達予定）
	項目
	数

	管理用パソコン
	本　　庁　：２台
小　岩集積所：１台
篠　崎集積所：１台
一之江集積所：１台
小松川集積所：１台

葛　西集積所：１台
西葛西集積所：１台

	プリンタ
	本　　庁　：１台
小　岩集積所：１台
篠　崎集積所：１台
一之江集積所：１台
小松川集積所：１台

葛　西集積所：１台
西葛西集積所：１台

	タブレット
	本庁、各集積所１台以上


３　システム仕様内容
⑴　システム基本仕様

ア　基本仕様
・本サービスはクラウド型の提供サービスを想定しており、十分な性能のサービスを用意すること。
・各現場で撤去、啓発作業中にシステムにアクセスでき、リアルタイムに情報の共有ができること。
・本サービスは24時間365日利用可能であること。ただし、保守のための計画的な停止は除く。
・本番環境とは別にテスト用環境を提供すること。
・構築するシステムのハードウェアには常に最新のセキュリティ対策が実施されていること。
・高い可用性・耐久性・堅牢制を保持し、経年に伴い必要に応じてストレージの空き容量を確保できること。
・放置自転車等の画像データを保管できる環境を提供すること。
イ　利用者のサービス利用環境
・本サービスのシステム形態はWebシステムとし、専用のソフトウェアのインストールが不要で利用できること。

・PCのOSはWindows OS、ブラウザはMicrosoft Edge、Google Chromeの最新バージョンにて動作すること。タブレットのOSはAndroidまたはiOSを想定している。
⑵　システム機能
本システムが備えるべき機能の要件は、「別紙４_機能要件定義書」にて提示する。
⑶　セキュリティ要件
クラウドサービスにおける情報セキュリティ対策として以下を実施すること。
ア　サーバ環境
サーバ等の環境設備は日本国内に設置し、データを安全に管理すること。また、データを保存するパブリッククラウドは、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）のクラウドサービスに登録されており、実行・動作環境は高可用性と耐障害性を備えた環境であること。

イ　不正アクセス
ファイアウォール等のサイバー攻撃対策及び不正アクセス対策を実施し、適切かつ安全なウイルス対策を実施すること。またウイルス対策ソフトは常に最新のパターンファイルを適用すること。
ウ　暗号化
インターネット上の通信について、SSL／TLS（TLS1.2以上）による暗号化通信を行い、改ざん等への防止対策をすること。またサーバで保存するデータはすべて暗号化を行うこと。

エ　ログ対応
サーバログ（システムログ、アプリケーションログ、セキュリティログ、操作ログ、アクセスログ等）について、記録できること。また取得した操作ログ情報は5年度分を保存すること。

オ　バックアップ
障害時等にシステムを復旧できるようなバックアップを実施すること。

４　データ移行
⑴　基本方針
システム移行は、各業務への影響を最小限に止めるために、各業務の繁忙期を避け、業務に対する影響を抑制するように調整すること。また区に事前に計画を説明し、承認を得るものとする。

⑵　移行データの検証
移行対象期間は４年分とする。現行システムからのデータ抽出については区で実施し、移行データの提供方法はCSVデータで提供する。なお、データ移行について、試験運転期間と本番開始前にそれぞれ一回以上データ検証を実施すること。対象データは以下の通り。なお、現行システムで管理しているデータ項目が新システムに存在しない場合や、新システムで管理しているデータ項目が現行システムに存在しない場合は、その取扱いについて協議すること。放置自転車等の画像データも必要に応じて、移行データとして提供すること。
	データ量（見込み）（2023/04/01～）

	放置自転車等登録件数
	約２０，０００件

	返還件数
	約１０，０００件

	処分件数
	約８，０００件

	各種マスタ数
	約２５件

	マスタデータ件数
	約１４，０００件


５　開発及び導入
⑴　作業体制
作業体制は責任者を含む体制とし本作業を履行する体制図を提出し、区の了承を得ること。なお、やむを得ず変更する場合は事前に区の承諾を得ること。また、受注者は本作業の履行が確実に行われるよう、本作業の全期間にわたって、必要となるスキル、経験を有した要員の確保を保証すること。
責任者に求める要件は、次の通りとする。なお、開発管理担当責任者と設計開発担当責任者は兼任して差し支えないものとする。
ア　開発管理担当責任者
進捗管理手法に精通し、経験を有すること。
イ　設計開発担当責任者
データベース、システムの企画及び設計内容に関する知見や技術を有すること。

ウ　連絡体制（受託者側の対応窓口）
区の担当者が受託者に対し、常時契約履行状況に関する確認を行える体制とすること。

⑵　進捗管理
開発の着手に先立ち、区と受託者の作業体制、作業の進め方等を明確化するため、事前にそれらを記載した「全体スケジュール表」を作成し、区の承認を得たうえで作業を開始すること。また、区と受託者の進捗確認及び課題点、問題点の共有のために定期的な打ち合わせを実施すること。
⑶　作業場所

本業務の作業場所及び作業にあたり必要となる設備、備品及び消耗品等については、受注者の責任において用意すること。また、必要に応じて区職員が現地確認を実施できること。検証作業については区が指定する場所で行うこと。
６　操作説明会の実施
システム利用者が新システムを効率的に利用できるよう、管理者と利用者を対象に基本操作や機能を習得するための研修を実施すること。なお、利用者は高齢者が多いため、高齢者やPC操作に慣れていない利用者でも理解できるよう留意すること。
研修内容は基本操作、応用操作、Q&Aセッションを含むものとし、詳細な研修内容や形式については区と受注者の協議により決定する。
研修の実施形式は、各集積所において現地開催とし、システム・端末の操作を可能とすること。
７　納入物及び権利
⑴　納入物一覧
結合テスト結果報告書、システムテスト仕様書兼結果報告書、操作マニュアルを紙媒体または電子媒体で納品すること。
⑵　権利帰属
本委託業務の遂行にあたり、提供する本システムに関する一切の知的財産権（著作権、特許権、商標権、その他の権利を含むがこれに限らない）は、受注者に帰属する。
区は本契約に基づき本システムを使用する権利のみを取得し、本システムに関する権利を取得しないものとする。また、本システムに基づいて作成した派生物または二次的著作物が発生した場合、その著作権およびその他の知的財産権は、すべて受注者に帰属する。

８　並走期間中運用保守
⑴　サポート
開庁日（土日・祝日・年末年始を除く）の午前９時００分から午後６時００分まで、メールまたは電話によるサポートサービスを行うこと。ただし、重大な障害等が発生した場合は、協議の上対応すること。また、上記時間帯に保守等でサービスの提供ができない場合は、事前に連絡すること。
⑵　障害発生時
ア　事前に提出した管理体制に基づき速やかに障害発生連絡を実施し、復旧対応までのスケジュールを区に報告するとともに対応を行うこと。
イ　障害の原因を分析し、今後の再発防止の対応策を区に報告すること。
ウ　受託者側で障害を検知した場合は、区の担当者に連絡を実施すること。
⑶　システム監視
ア　リソース管理
クラウドサービス上のサーバ機器及びネットワーク機器の死活監視を行うこと。CPU、メモリ、トラフィックの使用状況等を定期的に取得し、処理性能低下等によるサービス品質低下等の重大なトラブルを事前に予防すること。
イ　サービス監視
本サービスを定期に監視し、処理性能低下やサービス停止等によるサービス品質低下の検知を行うこと。また、監視結果に応じて、状況をメール送信できる仕組みを有し、即座に対応できること。

ウ　情報セキュリティ監視

(ｱ)　本サービスを構成するすべてのソフトウェアについて、クラウドベンダ及びソフトウェアベンダからのパッチ（不具合修正を目的とするパッチ、脆弱性対策を目的とするセキュリティパッチの両方を含む。）の提供情報及び脆弱性に関する情報を継続的に収集すること。
(ｲ)　本サービスに対し、セキュリティパッチやアップデートに関する情報を入手し適用の可否を検討し、検討結果を区に報告の上摘要の必要がある場合には更新作業を行うこと。
⑷　クラウドサービス使用料
本サービスを構成するクラウドサービスについて、使用基本料の他、IPアクセス制限機能などオプション利用料も含めて、月額の費用を明示すること。

⑸　その他
システム構築時に作成する成果物（操作マニュアル等）を管理すること。また、修正や改定の必要がある場合は、区と協議の上行うこと。
９　セキュリティ管理及び個人情報保護
⑴　個人情報保護
「個人情報保護に関する特約条項」を遵守すること。
⑵　保有資格
一般財団法人日本情報経済社会推進委員会（JIPDEC）が付与する「プライバシーマーク」及び情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）認証（ISO/IEC 27001、ISO/IEC27017）を取得していること。
⑶　クラウドサービスのデータ廃棄
本システムのサービス利用契約が終了する際は、区へのデータの引き渡し完了後データを削除し、書面により作業完了を通知すること。

１０　その他

・本業務の実施に関しては、関係法令を遵守すること。
・契約の履行に際し、受注者の責めに帰すべき事由によって、区または第三者に損害を与え、または権利の侵害を引き起こした場合は、損害賠償その他について、受注者の責任において処理するものとする。
・自動車を利用する際は、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成１２年東京都条例第２１５号）の規定を遵守すること。
・最低賃金（毎年１０月頃の改正により最低賃金額が改正された場合は、当該改正後の最低賃金）以上の額を労働者に支払うこと。
・本仕様書の内容に疑義が生じた場合および本仕様書に定めがない場合は、区と受託者との協議により定めるものとする。
撤去自転車管理システム





自転車集積所





保管情報等の登録





撤去





情報の閲覧・検索・分析





所管警察署





引取





江戸川区内放置自転車等





撤去自転車の所有者照会





所有者





区役所本庁








2

